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１．開発福祉支援事業調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　インドネシア国は、1997年に始まった経済危機への対応策を最優先政策としている。国家開発企

画庁（BAPPENAS）によれば、中でも①食糧の確保、②基礎的医療・教育・貧困者シェルターへのア

クセスの確保、③都市及び近郊の失業・雇用問題などを一刻も早く解決すべき優先課題と考えている

ものの、財政の逼迫により十分な対応ができない状況である。

　今般のアジア経済危機に関して我が国は、平成10年度補正予算の一部を充当する積極的な支援を

表明しているが、この一環として、社会的弱者への直接的な援助、すなわち即効性が期待できる開発

福祉支援事業が認可された。これに基づき、在インドネシア日本大使館を通じて要望調査を実施した

結果、26案件が要望されたが、うち５件（南スラウェシ州離島へのプライマリヘルスケア普及、南

スラウェシ州・コミュニティ貧困生活者エンパワメントプログラム、東ヌサテンガラ州サブ島ソー

シャル・セーフティネットプログラム、西ジャワ州農民参加型小規模灌漑排水施設修復事業、東ヌサ

テンガラ州東スンバ県における地域住民参加型飲料給水計画による生活環境改善）を優良案件として

採択した。また、４件を再検討案件（ウジュンパンダン市貧困者層援助食料及び保健サービス供給計

画、農民組織活性化事業（一村一品）、西カリマンタン内陸部コミュニティのための復興と開発、都

市貧困地域における小規模キオスク機能強化支援）とした。

　国際協力事業団はこれまでに、JICA在外事務所を通じて案件の形成につとめ、実施主体NGO（予

定）との事業内容打合せなどを鋭意進めてきたが、緊急支援という趣旨から早急な実施が求められて

おり、調査を通して協議・調整、手続きを行う必要があった。

　本調査団は、採択案件について事業化を促進し、かつ、再検討案件について案件化を念頭に協議・

調整を行うために、在外事務所担当者、実施NGO、関係専門家ならびにインドネシア政府関係機関

との協議・確認を行った・具体的には、以下の点について協議・確認を行った。

(1) ５件の採択案件について

１）実施NGOの実施能力等、実施体制・対象地域の状況の再確認及び開発福祉支援モデル事業

の具体的活動内容の協議・確認

２）開発福祉支援事業の実施のための実施文書及び契約書の締結促進

３）専門家派遣計画についての関係機関との協議

(2) ４件の再検討案件について

１）計画の構想の確認

２）事業計画の見直し協議

３）１）、２）の結果を踏まえた、要望書の再作成支援
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(3) 開発福祉支援事業追加案件に関する在外事務所との協議

１－２　調査団の構成

　団長・総括　　中山　一三　　国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課　特別嘱託

　企画・調整　　小田島成良　　国際協力事業団社会開発協力部計画課

１－３　調査日程

（注）本日程表では案件名を以下のように略記する。

「西ジャワ小規模灌漑」 ：西ジャワ州農民参加型小規模灌漑排水施設修復事業

「東スンバ飲料給水」 ：東ヌサテンガラ州東スンバ県における地域住民参加型飲料給水計

画による生活環境改善

「サブ島ソーシャルネット」 ：東ヌサテンガラ州サブ島ソーシャル・セーフティネットプログラ

ム

「タナラウト一村一品」 ：農民組織活性化事業（一村一品）

「西カリ復興開発」 ：西カリマンタン内陸部コミュニティのための復興と開発

「南ス州離島PHC」 ：南スラウェシ州離島へのプライマリヘルスケア普及

「南ス州貧困エンパワ」 ：南スラウェシ州・コミュニティ貧困生活者エンパワメントプログ

ラム

「都市小規模キオスク」 ：都市貧困地域における小規模キオスク機能強化支援

「ウ市保健サービス」 ：ウジュンパンダン市貧困者層援助食料及び保健サービス供給計画

調査期間は以下のとおりである。

　・中山調査団長　　：1998年 10月14日～10月 21日

　・小田島調査団長　：1998年 10月14日～11月 27日
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成田（JL725）→ジャカルタ着�
�
・JICA事務所訪問�
・日本大使館表敬�
・渡辺所員と協議（JICA事務）�
・「西ジャワ小規模灌漑」案件関係、田口、吉沢専門家、吉成所員と協議（JICA事務所）�
�
・「西ジャワ小規模灌漑」案件実施NGO、OISCA/OB会案件担当者、吉成所員と協議（JICA事務所）�
・「東スンバ飲料給水」案件関係、永井専門家、大宮所員と協議（JICA事務）�
・「サブ島ソーシャルネット」案件担当者・渡辺所員と協議（JICA事務所）�
�
・中山調査団長　：資料整理�
・小田島調査団員：ジャカルタ→ウジュンパンダンへ移動�
�
・中山調査団長　：ジャカルタ→バンドンへ移動「タナラウト一村一品」（再検討）案件関係、
田和所員と協議（移動車中）�

・小田島調査団員：資料整理�
�
・中山調査団長　：「東スンバ飲料給水」（採択）案件関係、永井専門家、実施NGO・住民を中
心に置いた事業・経済協会（IBEKA）代表と協議（IBEKA事務所）�

・小田島調査団員：「南ス州貧困エンパワ」（採択）案件の関係、赤松プロ技リーダー、渡辺所
員と協議（JICA－PMDプロジェクト事務所）�

・「都市小規模キオスク」（再検討）案件の関係、松井専門家、渡辺所員と協議（南スラウェシ
州地域開発企画庁事務所）�

�
・中山調査団長：�
・「東スンバ飲料給水」（採択）案件、大宮担当所員と協議�
・JICA事務所への報告�
・ジャカルタ発（JL726）→�
・小田島調査員：「南ス州貧困エンパワ」案件実施NGO・環境友好協会（LML）、赤松プロ技リ
ーダーと協議（LML事務所）�

�
・(中山調査団長)→成田着�
・(以下すべて小田島調査員の活動日程)LMLと具体的な実施計画、予算見積りについて協議(LML事務所)�
�
・LMLと実施文書（MOU）案作り及び英文実施文書案作り（LML事務）�
�
・南スラウェシ州村落開発事務所（PMD）所長を表敬�
・南スラウェシ州地域開発企画庁（BAPPEDA）経済家長ラザッ氏表敬�
�
・LMLと活動計画の最終確認（LML事務所）�
�
・LMLと実施文書案の最終確認、予算見積りの折衝開始（LML事務所）�
�
・「南ス州貧困エンパワ」実施文書案を事務所に提出�
・BAPPEDAで州のNGO事情を聴取、UNICEFでNGO事情を聴取�
�
・NGO事情聴取で日本工営と面談�
・LMLが活動予算書提出�
・ウジュンパンダン→ジャカルタ移動�
�
・平林プロ技リーダー、北野担当事務所員と「南ス州離島PHC」及び「ウ市保健サービス」の両
案件に係る対処協議（JICA事務所）�

・渡辺所員と今後の調査について協議（JICA事務所）�
�
・「南ス州貧困エンパワ」実施NGO・LML提出予算書と計画書の調整�
�
・渡辺所員と協議（JICA事務所）�
・ジャカルタ→ウジュンパンダンへ移動�
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・LMLとの計画細部折衝、午後内容の再検討（LML事務所）�
�
�
�
・LMLとの最終折衝（LML事務所）�
�
・「南ス州貧困エンパワ」案件実施文書をMOUとして作り直し�
・「南ス州離島PHC」（採択）案件につき平林プロ技リーダーと実施NGO・沿隔沿海地域調査
会（LP3M）で３者協議。（LP3M事務所）�

�
・LP3Mから事業内容の具体的な聞き取り開始（LP3M事務所）�
�
・LMLの予算見積りの修正、LML、実施文書（MOU）署名�
・LP3Mのプロポーザル修正指示�
�
・「南ス州貧困エンパワ」案件実施文書事務所へ発送、翌債許容の通報受け手続き開始�
�
・LP3M、平林リーダーと協議、再検討案件について平林リーダーと協議�
�
・LP3Mと事業計画の具体化につき協議�
�
・NGOの技術顧問州医師会、保健省州出先事務所職員、平林リーダー、LP3M代表と協議�
�
・再検討案件NGO・インドネシア家族計画父母の会（PKBI）、平林リーダーと３者協議、LP3M
と折衝、LMLと折衝�

�
・「南ス州離島PHC」の実施文書（MOU）案を事務所に送付、PMDの手続き滞る�
�
・「南ス州貧困エンパワ」及び「南ス州離島PHC」の両採択案件の補足説明を事務所に送付�
�
・PKBIと「ウ市保健サービス」に関する具体的協議、LP3Mと予算折衝�
�
・PKBIと再作成のプロポーザル最終調整と完成、PMDの手続き遅れの影響でLMLの実施文
書（MOU）署名し直し�

�
・LP3Mと予算見積り細部折衝�
�
・LP3Mと予算見積り完了�
�
・LMLのタカラール県での小規模融資活動視察、赤松リーダー同行、PKBIと活動計画、活動予算の検討�
�
・PKBIの予算見積り完成、要望書、再検討に係る補足説明、関係資料の整理�
�
・LP3Mの実施文書（MOU）署名し直し・発送、LML契約書案作り、LP3M契約書案作り�
�
・LML契約書案事務所送付、LP3M実施計画書案事務所送付、PKBI要望書関連資料事務所送付�
�
・NGOの銀行保障に関する情報収集、契約書の支払条件は結論出ず�
�
・LP3M実地予定地バランチャディ島バランロンポ島視察�
�
・LP3M実施予定地ボネタンブ島視察�
�
・PKBIとカウンター事業実施に関する協議、要望書一部修正�
�
・ジャカルタ移動�
�
・事務所引継協議�
�
・事務所報告、ジャカルタ発�
�
・成田着、同日ジャカルタに赴任する西田調整専門家と成田空港にて引き継ぎ�
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１－４　主要面談者

＜日本大使館＞ 内山　功一 二等書記官

＜JICA事務所＞ 佐々木弘世 次長

米田　一弘 次長

渡辺　　健 所員

＜UNICEF南スラウェシ州事務所＞ Purwanta Iskandar 所長

＜日本工営スラウェシ事務所＞ Harry A. Clark : Regional Team Leader (Sulawesi)

＜開発福祉支援案件＞

(1) 南スラウェシ州離島へのプライマリヘルスケア普及

１）インドネシア政府機関関係者

Dr. Almin 保健省南スラウェシ州出先事務所（Kanwil）部長

２）実施NGO：遠隔沿海地域調査会（LP3M）

Sufri Laude LP3M代表

３）その他関係者

Dr. Farid Husain 南スラウェシ州医師会長

４）日本側関係者

平林　国彦 南スラウェシ州地域保健強化計画・チーフアドバイザー

北野　一人 JICAインドネシア事務所員

(2) 南スラウェシ州・コミュニティ貧困生活者エンパワメントプログラム

１）インドネシア政府機関関係者

H. Abd. Razak Labba 南スラウェシ州地域開発企画庁（BAPPEDA）経済課長

H. S. Parawansa 南スラウェシ州村落開発事務所（PMD）所長

２）実施NGO：環境友好協会（Lembaga Mirta Lingkungan: LML）

Asmin Amin LML代表

３）日本側関係者

赤松　志郎 スラウェシ貧困対策支援村落開発計画・チーフアドバイザー

渡辺　健 JICAインドネシア事務所員

(3) 東ヌサテンガラ州サブ島ソーシャル・セーフティネットプログラム

◇日本側関係者

　渡辺　健 JICAジンドネシア事務所員

(4) 西ジャワ州農民参加型小規模灌漑排水施設修復事業

１）実施NGO：オイスカOB会

Syadi OISCA OB会本案件担当者

吉永　秀樹 OISCA Internationalインドネシア開発団調整員
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２）日本側関係者

田口　政文 灌漑排水技術改善計画・専門家

吉沢　誠 灌漑排水技術改善計画・専門家

吉成　安恵 JICAインドネシア事務所員

(5) 東ヌサテンガラ州東スンバ県における地域住民参加型飲料水給水計画による生活環境改善

１）実施NGO：住民を中心に置いた事業・経済協会（IBEKA）

Iskandar B. kuntoadji IBEKA代表

２）日本側関係者

永井　雅彦 個別派遣専門家（協同組合省電気事業経営）

大宮　直明 JICAインドネシア事務所員

(6) ウジュンパンダン市貧困者層援助食料及び保健サービス供給計画

１）再検討案件実施NGO：インドネシア家族計画父母の会（PKBI）南スラウェシ州事務局

Abdurrahman Semma 事務局長

２）日本側関係者

平林　国彦 南スラウェシ州地域保健強化計画・チーフアドバイザー

北野　一人 JICAインドネシア事務所員

(7) 農民組織活性化事業（一村一品）

◇日本側関係者

　田和　正裕 JICAインドネシア事務所員

(8) 西カリマンタン内陸部コミュニティのための復興と開発

◇日本側関係者

　大宮　直明 JICAインドネシア事務所員

(9) 都市貧困地域における小規模キオスク機能強化支援

◇日本側関係者

　松井　和久 個別派遣専門家（東部インドネシア開発政策支援）

　渡辺　健 JICAインドネシア事務所員　
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２．要　　約

　本インドネシア開発福祉支援事業調査団は、平成10年度補正予算で認可された「開発福祉支援事

業」の実施手続きを促進する目的で、1998年10月14日から11月27日まで、45日間にわたってイン

ドネシア共和国へ派遣された。この事業は、経済危機で深刻な打撃を受けたインドネシアの社会的弱

者に対して緊急支援を行うもので、要望26案件のうち５案件が優良案件として採択され、４案件が

再検討を要する計画見直し案件となっていた。

　本調査団は、採択５案件（南スラウェシ州離島へのプライマリヘルスケア普及、南スラウェシ州・

コミュニティ貧困生活者エンパワメントプログラム、東ヌサテンガラ州サブ島ソーシャル・セーフ

ティネット、西ジャワ州農民参加型小規模灌漑排水施設修復事業、東ヌサテンガラ州東スンバ県にお

ける地域住民参加型飲料給水計画）の実施手続き促進と、再検討を要する４案件（ウジュンパンダン

市貧困者層援助食料及び保健サービス供給計画、農民組織活性化事業（一村一品）、西カリマンタン

内陸部コミュニティのための復興と開発、都市貧困地域における小規模キオスク機能強化支援）の計

画見直しを行った。いずれについても、各案件の形成を急いでいるJICAインドネシア事務所の各担

当者や関係専門家と協議したのをはじめ、各案件の実施にあたるNGOと、それにかかわるインドネ

シア政府関係機関との協議・調査にあたった。この結果、採択５案件に関する実施文書案、実施計画

書案及び契約書案の作成を、また、再検討を要する案件のうち１案件の要望書再作成を支援した。

　採択５案件のうち、「南スラウェシ州離島へのプライマリヘルスケア」及び「南スラウェシ州・コ

ミュニティ貧困生活者エンパワメントプログラム」の２案件は、実施文書締結に至らなかった。これ

は、前者についてはインドネシア保健省と出先事務所の、また後者については、同内務省村落開発総

局と南スラウェシ州政府間の調整が、短期間では難しかったからである。このため両案件とも、討議

議事録から覚書形式に変更した実施文書案、実施計画書案及び契約書案を作成することとし、その支

援を行った。

　また、採択案件である「東ヌサテンガラ州サブ島ソーシャル・セーフティネットプログラム」につ

いては、1998年11月中に実施文書締結と実施計画を取りまとめることで、JICAインドネシア事務所

の案件担当者と協議・確認を行った。

　さらに「西ジャワ州農民参加型小規模灌漑排水施設修復事業」及び「東ヌサテンガラ州東スンバ県

における地域住民参加型飲料給水計画」の採択２案件については、JICA事務所担当者、専門家及び

NGO関係者と実施協議を行って開発福祉支援事業の実施手続き及び研修プログラムの再計画化を協

議・確認し、1998年11月中旬から12月までに、それぞれ実施文書を締結して実施計画を取りまとめ

ることで合意した。

　一方、再検討４案件のうち「ウジュンパンダン市貧困者層援助食料及び保健サービス供給計画」に

関しては、支援の対象者として輪タク運転手とその家族が妥当であるかどうか、関係専門家及び実施

NGOと協議、確認し、要望書作成の支援を行った。
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　さらに「農民組織活性化事業（一村一品）」の再検討については、ランブンマンクラト大学の実施

NGOとしての能力を検討し、事業を絞り込んだ形で案件化を再検討すること、「西カリマンタン内陸

部コミュニティのための復興と開発」については関係者と再度協議を行い、案件化の可能性を検討す

ることで、それぞれJICA事務所担当者と協議・確認を行った。

　再検討案件であった「都市貧困地域における小規模キオスク機能強化支援」に関しては、実施NGO

の能力に問題が認められたため、案件化を取りやめることとし、JICA事務所担当者及び関係専門家

と協議・確認した。

　上記９案件以外の追加案件としては、要望書に取りまとめられている26案件中に有望案件はない

ことを、JICA事務所担当者と確認した。また平成10年度案件として、1998年11月の時点から新規

案件の発掘を行うことは困難であることも、同事務所関係者と確認した。
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３．調査概要

３－１　各案件の調査結果

　採択５案件（南スラウェシ州離島へのプライマリヘルスケア普及、南スラウェシ州・コミュニティ

貧困生活者エンパワメントプログラム、東ヌサテンガラ州サブ島ソーシャル・セーフティネットプロ

グラム、西ジャワ州農民参加型小規模灌漑排水施設修復事業、東ヌサテンガラ州東スンバ県における

地域住民参加型飲料給水計画による生活環境改善）の実施手続き促進と、再検討を要する４案件（ウ

ジュンパンダン市貧困者層援助食料及び保健サービス供給計画、農民組織活性化事業（一村一品）、西

カリマンタン内陸部コミュニティのための復興と開発、都市貧困地域における小規模キオスク機能強

化支援）の、全９案件に関する調査結果の概要は、以下のとおりである。（各案件の実施計画等、詳

細は付属資料１．を、各案件の要望書については付属資料２．を参照されたい）。

(1) 南スラウェシ州離島へのプライマリヘルスケア普及（採択案件）

　プロ技：「南スラウェシ地域保健強化」関連

１）調査結果

①２年度計画であったが12カ月間の事業に計画を修正した。当初計画は２年にまたがるもの

の、ほぼ１年の期間に収まるものであったので計画内容に大きな変更はなかった。

②成果として25の投薬所設定、住民ボランティア育成による事業後の投薬所自立運営化と、

無医村状況に対する自立的緊急医療体制を確立する。

③医師会が医師と看護婦（士）を派遣するほか、保健分野での技術的な支援を行い、JICAプ

ロ技と連携して実施する。

④NGOが直接保健事業の技術的な部分を担うわけでなく、医師会派遣の技術スタッフと対象

地域の事業を運営する。

⑤当該NGOは離島での活動に実績があり、日本の草の根無償を利用した事業においても住民

が主体となった自助集団を形成し、漁村の既存集団との調和を図りながら事業の裨益者によ

る持続化を実現している。

⑥実績と能力のあるNGOであるが、12島で遅滞なく実施できるかどうか、モニタリングを通

じた十分な実施管理が必要と思われる。

⑦この事業計画の12島のうちの、最も近い３島を現場視察した。

⑧日本側投入要請予算額1725万9000円、NGO負担額120万4000円（1998年11月ルピア レー

ト：１ルピア＝0.018円）。

２）手続きの現状

①実施文書における政府機関代表として保健省事務次官による署名が、保健省州出先事務所

（Kanwil）及び医師会から求められた。また、実施文書はメモランダムとして持ち回り、署
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名を取り付けることとした。1998年11月の下旬にNGOの署名は済ませたが、事務次官は

多忙で、調査期間中には、署名を得られなかった。

②実施計画書案、契約書案、実施文書の作成支援を完了した。

３）その他

プロ技専門家は当該NGO、医師会、保健省出先事務所との調整の中で技術的支援と事業後

の行政支援に関する政策提言などにかかわる。

(2) 南スラウェシ州・コミュニティ貧困生活者エンパワメントプログラム（採択案件）

　プロ技：「スラウェシ貧困対策支援村落開発計画」関連

１）調査結果

①３年計画であったが10か月間の事業に計画を修正した。事業の単年度化に伴い、当初の計

画にあった２年目以降の小規模金融、地域事業の市場化へつなぐエンパワメントを目的とし

た活動は小規模融資部以降を削除し、研修も小規模金融に触れた部分を除いた形で行うこと

とした。対象の地域は変わらない。

②物資廉価販売により最貧困層の緊急的救済を図る。同時に貧困状況のより詳細な現状を把

握し、その後の研修事業を通じて住民の自立への足がかりとする。

③環境友好協会（LML）は地域の資源を発掘しそれを住民が自立的に利用し事業化するまで

の手法には実績があり、本事業も既存の事業経験を基に計画している。

④日本側投入要請予算額1189万2000円（1998年11月ルピア レート：１ルピア＝0.018円）。

２）手続きの現状

①国家開発企画庁（BAPPENAS）との一括署名による全案件のインドネシア側認容を企図し

ているが、本案件は短期派遣専門家要請が計画されているため、個別に実施文書を取り交わ

すことが必要と判断されている。

②プロ技の主管官庁である内務省村落開発総局（PMD本省）、南スラウェシ州PMDの事務所

は実施文書署名に関し問題なし、との回答があった。

③ただし、BAPPENASへ改めて事業説明が求められており、両関係政府機関の理解促進の後、

署名となる運びである。

④1998年12月中旬を目処に実施文書署名をめざしている。短専の派遣期間は1999年１月中

旬を予定している。

⑤実施計画書案、契約書案、AIの作成支援を完了した。

３）その他

①プロ技専門家による事前調整がよくなされていたため、当該NGOとの調整は比較的順調で

あった。

②短期専門家の派遣を予定している。
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③当該NGOは実際にタカラール県で漁村の貧困層を対象とする小規模融資を目的とした銀行

の設立にかかわり、現在もその運営に職員としてかかわっている。直接タカラール県の当該

信用組合を現地視察した。

④今回の南スラウェシ州全４案件の調査全期間を通じて、同プロ技事務所のスペースの提供

並びに、コピー機、パソコン、通信機器等の機材の活用について全面的な協力を得た。ま

た、各案件の関係者との協議に先立ち、赤松リーダーはじめプロ技専門家から有効な助言を

受けた。

(3) 東ヌサテンガラ州サブ島ソーシャル・セーフティネットプログラム（採択案件）

　事務所直轄案件

１）調査結果（面談者：渡辺所員）

①実施文書のサイナーが問題。内閣官房（SEKKAB）か社会省を対象とし、今後実施協議を

行い、実施文書の署名を行う予定。

②４月の米の収穫時期までFOOD FOR WORKを継続することにより、初めて事業が円滑に実

施されるため、翌債を念頭に置いた契約を行う予定。

２）手続きの現状

早期実施のために、手続きを開始することとした。

(4) 西ジャワ州農民参加型小規模灌漑排水施設修復事業（採択案件）

　プロ技：「灌漑排水技術改善計画関連」

１）調査結果

①早期に専門家とオイスカOB会による実施計画に関する再協議を行い、関係機関との実施協

議と実施文書の合意締結及び実施計画書起案などの実施手続きを始める。施設維持管理・体

制づくり・農業技術・養殖技術等の能力向上のための活動を盛り込むことを確認した。

②実施文書サイナーについては、オイスカOB 会としては包括的な受入窓口機関である

SEKKABが最も都合良く、田口政文・吉沢誠両専門家（灌漑排水改善計画：プロ技）とし

ても公共事業省の他総局・局に配属されている専門家との関連からSEKKABの方が都合が

よいとのこと。本件に関しては、今後の検討課題とした。

③オイスカOB会は、シナンダハン地域のプロジェクトの社会化を図る重要性を強調してお

り、専門家等JICAサイドの対応が必要と思料される。

④1998年11月中旬からの実施がプロ技専門家から期待されている。

⑤当初から年度内完了の計画であったが、今後の詳細計画作成にあたり、灌漑施設等工事が

終了した後に研修を行うような計画に変更された場合、計画の見直しを行う必要もある。
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２）手続きの現状

1998年 11月中に実施できるよう、各手続きを進めることとした。

(5) 東ヌサテンガラ州東スンバ県における地域住民参加型飲料給水計画による生活環境改善（採択

　案件）

　個別派遣専門家：永井雅彦専門家（協同組合省電気事業経営）関連

１）調査結果

①本要望は、対象地域の協同組合省の出先から本省に要請があり、永井専門家が協同組合省

担当者の相談を受けたものであり、草の根無償事業実施の経験がある住民を中心に置いた事

業・経済協会（IBEKA）を実施NGOとしている。IBEKAは協同組合省とも連携した事業を

行ってきた。

②今後工事計画と住民エンパワメント向上に資する計画（維持管理体制構築・衛生教育等ソ

フト面の導入）を見直す必要性があることから、IBEKAにプロポーザルを再提出させるこ

ととした。期限としては、1998年 11月末とした。

③単年度計画（ただし、工事期間の関係から1999年４月末まで事業実施の必要性も考えられ

る）とすることで、IBEKAと合意した。

④要望書予算額は900万円であったが、IBEKAとの打合せの後、永井専門家によると最大で

500万円ほど予算額増の見込みがありそうとのこと。

⑤IBEKAによると、支払いについては工事計画があるため、前払い、部分払い、終了時払い

の３回払いが必要とのことであった。この点は、今後検討することとした。

２）手続きの現状

IBEKAによる詳細計画の再作成の必要性があるため、1998年 12月中を目処に実施手続き

を進めることとした。

(6) ウジュンパンダン市貧困者層援助食料及び保健サービス供給計画（再検討案件）

　プロ技：「南スラウェシ地域保健強化」関連（「ウジュンパンダン市貧困地区での無料診断支援」

　というのが元の案件名であるが事業内容の一部変更に従い上記のごとく改めた。）

１）調査結果

①再検討案件であるため、再検討となった要点を専門家と協議、後にNGOを交えて協議し、

計画の修正の可否を検討した。その結果再検討の要点となった事柄の多くは説明不足による

ものであったため（以下に説明）、計画の大筋で修正することはなく、補足説明を計画に盛

り込んで内容を明確にした。

②生活必需品の売上げで診療所の薬品を購入するもので、回転資金ではない。

③裨益者の正当性については、UNICEFがほぼ類似した事業を同時期に当該NGOに委託する
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ので、両事業による地域と対象の住み分けにより、特定対象や地域への偏重の緩和を図る。

④医師との連携の可能性については、当該NGOが診療所に医師（内科、小児科、産婦人科担

当）を抱えており、問題なし。

⑤貧困弱者中の弱者といえる輪タク運転手家族の、特に母子の危機的栄養改善と最低限の保

健・医療サービスの提供及び普及活動を通じて、事業後も母子自ら持続的な生活の質の改善

を図ることを目標に設定し、事業根拠をより明確にした。

⑥子供に限定した無料診療を行うが、事業の主目的として事業期間を通じて基礎保健の啓蒙

を図る。その中で行政の地域保健センターでの検診や診察が生活の仕事をより安定的にする

ことの理解を図り、事業終了後に当該センターが本事業の受け皿となる。

⑦食料品の廉価販売だけの事業は行政や多くのNGOも実施している。また、同一ではないに

しても、その売り上げ代金をその後に続くソフトコンポーネント事業に投入する手法は、ご

く最近のいくつかのNGO事業に見られる。

⑧対象者が本来の市場価格では購入できない貧困層であるので、本事業実施が民業を大きく

圧迫するとは考えてないし。しかし価格設定は半値と限定せず、行政や他NGOの行う同種

事業も参考としたい。

⑨当該NGOは、行政が行政事業の一部を請け負わせるために作ったもので、本事業実施にあ

たっても行政との調整は行われており、問題はない。特に地域の保健センターとは、初期診

療とその後の患者受入れなどで役割を分け、事業終了後も保健センターへの役割移転など、

連携した診療体制を計画している。

⑩無料診療は子供に限定し、大人は保健センターなみの投薬料を請求する（本来は行政同様

の補助がないため、当該診療所の方がセンターよりも投薬料が高くなっている）。事業終了

時には保健センターで診療を受けるように図る。極力事業の継続化を図るため他の援助機関

や行政からの補助の働きかけも行う。

⑪要望書のうち「実施NGO組織概要」以外は一部内容変更に従い修正した。

⑫活動予算に占める日本側負担要請分484万3000円、NGO側負担額14万8000円で計画を提

出中（1998年 11月ルピア レート：１ルピア＝0.018円）。

２）手続きの現状

要望書の再作成支援を完了した。

３）その他

①プロ技専門家は当該NGO、保健省出先事務所との調整の中で技術的支援と事業後の行政支

援に関する政策提言などにかかわる。

②今回の再検討の作業で計画の細部も確認されているため、採択になった場合、実施文書他

の書類化はさほど手間取ることはないだろう。
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(7) 農民組織活性化事業（一村一品）（再検討案件）

　個別派遣専門家：望月由三専門家（移住地域開発計画）関連

１）調査結果（面談者：田和JICA事務所員）

①大学NGOとしての能力を検討するとともに、家庭福祉婦人活動（PKK）の活動を支援する

単年度計画に整理し直し、要望書を再提出する。

②農用地整備公団（JARDA）の発案のこと。望月専門家の関与は期待できるが、1999年６月

には帰国予定。

２）手続きの現状

田和所員が望月専門家との協議を行い、要望書の再作成を行うこととした。

(8) 西カリマンタン内陸部コミュニティのための復興と開発（再検討案件）

　開発調査：「西部カリマンタン地域総合開発調査」関連

１）調査結果

対処方針の内容に沿って、NGOの絞り込みの可能性、単年度計画での実効性、専門家派遣

の可能性等をJICAインドネシア事務所が再検討し、今後の対応を決定する。

２）手続きの現状

要望書再作成に関しましては、本件関係者との協議を受けて、検討することとした。

(9) 都市貧困地域における小規模キオスク機能強化支援（再検討案件）

　ミニプロ：「東部インドネシア地域開発政策確立実施支援」関連

１）調査結果

帰国直前の松井専門家と再検討となった要点を協議し、修正の可能性を検討したが、帰国

に伴い同専門家が不在となり、案件の実施をサポートする専門家が不在となることを想定す

ると、当該実施NGOの実施能力には疑問が残ることが判明した。

２）手続きの現状

実施NGOの実施能力に不安があることを受けて、案件化の取りやめをJICA事務所担当者

と確認した。

３－２　追加案件に関する協議結果

　当初の候補26案件（インドネシア事務所からの公電第10-660、10年９月14日付）の中の総合所見

からＢ及びＣ評価であった案件に関して、適当な案件はないと考える。また、新規に案件形成するに

は時間がないため、これ以上の案件発掘は困難である。

　永井専門家からあげられていた「東ヌサテンガラ州ベル県電化計画」は、「東ヌサテンガラ州東ス

ンバ県における地域住民参加型飲料給水計画による生活環境改善」を成功させる観点から、実施NGO
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の IBEKAの能力が不十分で、永井専門家への負担が増大するという判断から、見送ることとする。
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４．所　　感

(1) 従来JICAができなかった最貧困層を対象としたNGOとの事業は、政府関係者、NGO、JICA

専門家に期待されている。

(2) 事業に関わる専門家は案件形成に協力的であり、彼ら自身がこの事業に期待を寄せているこ

とが強く感じられた。

(3) 事前にNGOにコミットできなかった事情もあるが、当該地域のNGOの活動と実施能力に関

する事前情報が乏しかった。そのためプロポーザルの表現や見積り予算額とその妥当性の検討、

調整にはかなりの時間と繰り返し協議が必要であった。今後は広くNGO援助機関などから

NGOの事業実績に関する情報を集めることも必要である。

(4) NGOはそれぞれの分野で確たる開発手法を持っていて、対象とする地域や住民との関係に

十分配慮して計画を作っており、地域開発に関する知見も進歩的であった。

(5) NGOは基本的に貧困対策事業に対する考え方として裨益者主体による事業実施と事業終了

後の自助的事業持続を志しつつあり、その中心的要素として事業資金を直接、間接に回転させ

て事業の持続性を図りつつある。それらを含むNGO既存の特意とする手法や事業の主流は、

JICA事業の許容範囲（事業期間も含む）をはみ出すものが多い。彼らの実績ある手法を敢えて

本JICA事業のために変更することは、本来JICAが本事業のコンセプトとしている「NGOに

リスクの高い新規手法・事業を強いない」から逸れるものがあった。それは本来の事業目標や

目的にも影響していた。

(6) NGOの援助機関の多くは予算基準を独自に持っており、事業予算見積りの折にNGO側から

予算基準の必要が指摘された。今後本事業が正式な年度事業として定着し拡大する場合には、

予算基準を明確にする必要があろう。そのためNGO援助機関などから予算基準に関する情報

を収集し、参考とすることも１つの方法である。

(7) 手続きの簡略化も可能な範囲で求められており、政府機関への一括説明一括署名などで、事

業ごとの手続きの省略ができれば実施を早めることが可能であろう。
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